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1. 信用リスクモデルの現在	




1.1 ２つの目的	


 信用リスク計量化モデルに対しては、次の２
つの役割が期待されている。 
 
– リミット管理・規制対応 
＝リスクの絶対量算出 
保守性と恣意性の排除が基本 
 

– 原価計算・ROE向上 
＝リスクの相対量比較 
RAROC、RAROAなどの形で利用	




1.2 ３つのハードル	


 データ整備の壁 
– 与信件別キャッシュフローのデータベース化が大
変 

– 相関推定に纏わる悩み 

 モデル設計に関する壁 
– デファクトスタンダードがない 
– 高速なプログラムを書けるエンジニアがいない 

 理解浸透の壁 
– マネジメントや現場に理解してもらえるか 



1.3 与信件別のデータベース化	


 商手割引 
– 無視するか、または手貸と同等の扱い。 

 手貸 
– 大半は180日サイト。ロールオーバー処理が重要。 

 証貸 
– 約弁の処理が重要。 

 スワップと私募債 
– 証貸または約弁付き証貸と同じ扱い。	




 支払承諾・保証 
– 全額を期限一括型債権とみなす。 

 コミットメントあるいは当座貸越 
– 大半が優良法人先。JPモルガン流のコミットメント
額推定モデルか、コミットメント枠を与信残高とみ
なすかの何れか（前者は我が国では納得し難い）。 

 政策投資株式（長期保有目的） 
– 相手先倒産時に与信と同じくデフォルト認定され
なければ本来おかしい。	




1.4 疑似キャッシュフローを立てる	


 合併行であるか否かを問わず、ほとんどの金
融機関には完璧な与信件別データベースは
ない。 

 加えて、返済滞りを原因とするイレギュラーな
返済条件変更が多発。 

 ３段階での解決が実際的。すなわち、①元本
額と満期のみからリスク量推定する、②約弁
など他の返済条件も考慮する、③最終的には
完全に予定キャッシュフローベースとする。	






1.5 ロールオーバーを考慮する	


 ロールオーバー要因を無視した信用リスク計
量化モデルでは、リスク量の大幅な過小評価
につながる。現実感に乏しい結果しか出てこ
ない。 

 次ページ以降に、CreditBrowserTM 2.0の多
期間シミュレーション機能を用いて、1年後、2
年後、3年後の債権評価額の分布を算出した
結果を示す。	








1.6 相関推定と業種コード問題	


 業種間信用力相関分析の２方式 
– ①東証TOPIX株価指数（33業種）で代替 

 公示性に優れる反面、業種分類が与信実態と必ずしも
一致しない。 

– ②帝国データバンク評点を業種別集計 
 民間企業データゆえの客観性・恣意性がある上、手間
が膨大。 

 日銀中分類業種コードインデックス 
– ①と②の何れも、業種分類見直しが必要。	




1.7 簡便法の限界	


 リミット管理・規制対応との違い 
– 原価計算・ROE向上策としてのニーズにおいては、
リスクの絶対量評価や保守性の観点が緩和され
る反面、リスク量の相対比較には厳密さを求めら
れる。 

 簡便な信用リスク計量化手法の限界 
– この用途においては、大域型関数、ワイブル分布
などを利用した簡便法は役に立たない。 

– CreditRisk+も同様。	










1.8 演算性能の向上	




2. リミット管理・規制対応としての 
信用リスク計量化モデル	




2.1 規制対応のみを考えたモデル	


 保守性、客観性、比較可能性がポイント 
– 数字が多少大きい方に振れるのであれば、精度
がある程度犠牲になっても構わない。 

 維持コストは安いほどよい 
– 金をかけないで規制を打ち返せればそれで可。	






2.2 監督庁マニュアルの弱点補完(1) 

 金融監督庁マニュアルの引当基準 
– 要管理先債権については融資の平均残存期間か
今後3年間の予想損失額、要注意先に対しては
平均残存期間か今後1年間の予想損失額の計上
を妥当とする。 

 ロールオーバー勘案の有無、および多期間モ
デル化で数字が大きく変動 
– 証貸→手貸振替による抜け穴 
– 1年以下の刻みによる多期間化ニーズ	




2.3 監督庁マニュアルの弱点補完(2) 

 政策投資株式の扱い方 
– 大手都銀には数兆円規模の株式が存在（日欧商
業銀行の特徴）。大半は長期保有目的の政策投
資株式であり、BIS市場リスク規制からも除外。 

– 貸金先と政策投資先は重複している。貸金先倒
産時には株式も無価値になるはず。 

 融資・債券・株式を包括管理する必要性 
– 規制項目にないからと言って問題を捨て置き、国
際金融の場での外部批判に耐えて行けるのか。	




3. CreditBrowserTMの今後	




3.1 システムプロジェクトの姿	


時間	


実運用	


実地検証	


構想段階	


プロトタイプ	


運用供与	

プロトタイプを使った実証研
究の期間を設け、その後の
モデルの改良・検証とともに、
データ整備の時間を割く。	


すべて最初からカス
タマイズを前提に
行った場合の開発リ
スク。	


運用供与
後に問題
多発、「終
わらない
プロジェク
ト」化。	


？	


仮稼動	


独自仕様組込み	


フィードバック	


信用VaR
算出開始	


再フィード
バック	


本稼動、信用
VaR算出開始	


予備考証	




3.2 CreditBrowserTMのロードマップ	

1998/10 1999/7 1999/2 

• マクロ指標・財務連動モデル 
• Mertonモデルの拡張	


• DCFモジュール	
 Scoring 
Addin 

2000 

• CreditBrowser標準版 
• 規制対応モデル 
• 最小限カスタマイズで稼動	


Ver 4.0 

• CreditBrowser拡張版 
• 与信データベース整備が導入の前提、
商品別API対応＝カスタマイズが必須 
• 原価計算を睨んだ多種商品対応モデル	


Ver 1.5 

• ストレスシミュレーション 
• 金利リスク統合	


Ver 3.0 

Ver 2.0 

• 監督庁マニュアル打ち返し	




3.3 原価計算ツールとして	




3.4 DCF法	
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時間経過とともに債務超過になる確率が上昇。	




3.5 DCF法による倒産時期の判定	
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基準シナリオ上では3年目で債務超過に陥るが、潤沢な手元資金の
取崩しで凌ぐことにより、倒産までには約2年のラグが予想される。	



